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時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて今般、厚生労働省医政局総務課長および地域医療計画課長より本会宛に周知方

依頼がまいりました。 

 無痛分娩については、複数の死亡事案が発生したことを受け、平成 29 年度厚生労働

行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業）による「無痛分娩の実態把

握及び安全管理体制の構築についての研究」において検討が行われ、平成 30 年 3 月に

「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する提言」が取りまとめられ、本年 4 月 12

日付（地 15）の文書をもって貴会にご案内しております。 

本通知は、厚生労働省において、同提言を基に作成した「無痛分娩取扱施設のため

の、「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する提言」に基づく自主点検表」の活用

を求めるものです。さらに、地域において無痛分娩の安全な提供体制が構築されるよ

う協力を依頼しております。 

また、同地域医療計画課長からは、無痛分娩取扱施設の一覧作成についての協力要

請もなされております。 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知の上、貴会管下の郡市

区医師会並びに会員等へのご周知につきご高配賜りますようよろしくお願いいたしま

す。 
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公益社団法人日本医師会担当理事殿

厚生労働行政の推進につきましては、かねてより格段の御配意を賜り、深く感謝申

し上げます。

無痛分娩については、複数の死亡事案が発生したことを受け、平成 29年度厚生労

働行政推進調査事業費補助金(厚生労働科学特別研究事業)による「無痛分娩の実態

把握及び安全管理体制の構築についての研究」(研究代表者:海野信也北里大学病院

長)において、その実態把握と安全を確保する仕組みの検討を行い、平成 30年3月

に、「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する提言」(以下「提言」と言う。)が、

別添1のとおり取りまとめられました。また、厚生労働省において、提言を基に、別

添2の「無痛分娩取扱施設のための、「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する提

言」に基づく自主点検表」(以下「自主点検表」という。)を作成しました。このため、

貴会におかれましては、会員等に対して、提言の周知徹底及び自主点検表の活用にっ

いて周知いただくとともに、地域において無痛分娩の安全な提供体制が構築されるよ

う、下記について御協力いただきますようぉ願い申し上げます。

無痛分娩の安全な提供体制の構築について(協力依頼)

医政総発 0420 第 5 号

医政地発 0420 第 3 号

平成 30年4月20日

厚生労働省医政局総務課長

(公 印省略)

厚生労働省医政局地域医療計画課長

(公印省略)

,
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無痛分娩を取り扱う病院又は診療所(以下「無痛分娩取扱施設」という。)は、

「産婦人科診療ガイドライン産科編」(編集及び監修日本産科婦人科学会及び日

本産婦人科医会)を踏まえ、個々の妊産婦の状況に応じた適切な対応をとるととも

に、提言の別紙「安全な無痛分娩を提供するために必要な診療体制」に記載された

インフォームド・コンセントの実施、安全な人員体制の整備、安全管理対策の実施

並びに設備及び医療機器の配備が求められています。貴会におかれましては、会員

等に対し、提言で求められている体制の整備が徹底されるよう、周知及び助言をお

願いします。

なお、医療法(昭和23年法律第205号)第25条第1項の規定に基づく立入検査

の際に、都道府県、保健所設置市又は特別区が、提言及び自主点検表を参考に、診

療体制の確保にっいて確認し、必要に応じて助言するよう依頼していることを申し

添えます。

2.無痛分娩に係る医療スタッフの研修体制の整備に関する提言について

安全な無痛分娩を提供するために必要な診療体制に関する提言について

記

提言においては、無痛分娩に関する関係学会及び関係団体が、安全な無痛分娩の

提供体制を構築するため、無痛分娩に関わる医療スタッフに対する「無痛分娩の安

全な診療のための講習会」の定期的な開催、「産科麻酔研修プログラム(仮称)」の

策定及び専門施設における実技研修体制の整備等を行うこととしています。貴会に

おかれましては、関係学会及び関係団体と連携の上、研修体制の整備への主体的な

参画をお願いします。
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無痛分娩の提供体制に関する情報公開の促進のための提言について

提言において、無痛分娩取扱施設は、自施設の無痛分娩の診療体制等に関する情

報を各施設のウェブサイト等で公開することが求められています。また、関係学会

及び関係団体は、今後、ウェブサイト等において情報公開を行う無痛分娩取扱施設

を取りまとめたりストを作成し、ウェブサイト上で公開することが求められていま

す。貴会におかれましては、妊婦及びその家族が分かりやすく必要な情報に基づい

て分娩施設を選択できるよう、関係学会及び関係団体と連携の上、情報の公開及び

取りまとめに向けた取組への主体的な参画をお願いします。

なお、ウェブサイトにっいては、平成 30年6月以降は医療法上の広告規制の対

象となるため、虚偽・誇大広告に該当すると認められた場合には、都道府県、保健

所設置市又は特別区が、医療法(昭和23年法律第205 号)第6条の8の規定に基

づき、各施設のウェブサイトが適切に運用されるよう、必要に応じて助言及び指導、

等を行うこととなることを申し添えます。



4 無痛分娩の安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共有

に関する提言について

(1)分娩取扱施設からの情報収集について

従前より、日本産婦人科医会による偶発事例報告事業や妊産婦死亡報告事業を

通じて、分娩取扱施設におけるインシデント・アクシデントに関する情報収集が

実施されています。貴会におかれましては、会員等に対して、当該事業について

周知するとともに、当該事業の報告対象となる無痛分娩に関連する事例が発生し

た場合には、日本産婦人科医会会員等を通じて地域の産婦人科医会へ報告するよ

う周知及び助言をお願いします。

また、産科麻酔の専門家が所属する学会におかれましては、当該事業の報告症

例のうち無痛分娩の症例についての分析及び再発防止策の検討が実効的な取組

となるよう、必要に応じて産科麻酔の専門家が検討へ参画できるように取りはか

らう等、日本産婦人科医会との積極的な連携をお願いします。

(2)患者及び家族からの有害事象の相談について

従前より、患者及び家族からの医療に関する相談窓口としての役割は、医療安

全支援センター(以下「センター」という。)が担ってきました。日本医師会及

び日本産婦人科医会におかれましては、センターが無痛分娩に関連する有害事象

等の相談を受けた際に地域の実情に応じて適切に対応するために、あらかじめセ

ンターと地域の医師会及び産婦人科医会との連携体制の構築を図るよう、地域の

医師会及び産婦人科医会等へ周知及び助言等をお願いします。例えば、センター

が無痛分娩に関連する有害事象等の相談を受けた際に、地域の医師会の窓口を紹

介し、特に再発防止の分析に資する症例については、地域の医師会が地域の産婦

人科医会へ報告する等の対応が考えられます。また、他の関係学会及び団体にお

かれましても、当該取組に関する会員等への周知をお願いします。

(3)都道府県の周産期医療協議会について

これまで、各都道府県に対しては、「周産期医療協議会における協議の徹底に

ついて」(平成29年1月17日付け厚生労働省医政局地域医療計画課救急・周産

期医療等対策室事務連絡)により、周産期医療協議会において、母体死亡事例や

重篤事例等に関する検証と再発防止等に関する協議を徹底するようぉ願いして

きました。貴会におかれましては、本提言を踏まえ、同協議会に選出されてぃる

会員等に対して、母体死亡事例等が生じた場合に、再発防止等に向けて、周産期

搬送や救急医療との連携等の医療提供体制に関する協議の徹底に努めるととも

に、地域の医師会、産婦人科医会及びセンター等に寄せられた相談内容にっいて

も、同協議会において安全な分娩体制の確保に資するような検討が行われるよう、

周知及び助言等をお願いします。



5 「無痛分娩に関するワーキンググループ(仮称)」の設置に関する提言について

提言においては、無痛分娩に関わる学会及び団体により、「無痛分娩に関するワ

ーキンググループ(仮称)」を発足させることとしています。貴会におかれまして

も、他の関係学会及び関係団体と連携し、無痛分娩の提供体制に関する情報公開の

促進や、有害事象に関する情報の収集及び分析並びに再発防止策等についての継続

的な検討に対して、主体的な参画をお願いします。

)_、
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平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金(厚生労働科学特別研究事業)

「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」(研究代表者海野信也)

「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する提言」

1.はじめに

昨今、無痛分娩時に発生した重篤事例が報告されており、無痛分娩の実態把握と安全な提供体制の構

築が急務となっている。そこで、産婦人科・麻酔科・周産期領域の関係学会・団体が連携協力し、無痛

分娩の実態把握を行うこと、その結果を分析し無痛分娩の安全な提供体制の構築を行うことを目的とし

て、平成29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金(厚生労働科学特別研究事業)による「無痛分娩

の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」(研究代表者海野信也)が行われた。本研究にお

けるわが国の無痛分娩の実態把握及び安全な提供体制の構築についての検討を踏まえ、安全な提供体制

の構築のために必要な施策について、以下のように提言を行う。

2018年3月29日

【別添 1】



Ⅱ.安全な無痛分娩を提供するために必要な診療体制に関する提言

安全な無痛分娩を提供するためには、無痛分娩を取り扱う病院又は診療所(以下「無痛分娩取扱施設」

という。)において、1)診療上の責任が明確であること、2)無痛分娩を担当する医療スタッフの技術的

水準が担保されてぃること、3)必要な設備、医療機器等が整備されていること、 4)担当する医療スタ

ツフが認識を共有した上でチームとして対応できること、5)無痛分娩に関する十分な説明が妊産婦に対

して行われることが必要である。これらを達成するために必要な事項にっいて、以下の提言を行う。

1.無痛分娩取扱施設は、最新の「産婦人科診療ガイドライン産科編」を踏まえた上で、個々の妊産婦

の状況に応じた適切な対応をとること。

2.無痛分娩取扱施設は、安全な無痛分娩を提供するために必要な診療体制(別紙参照)を確保するよ

う努めること。

'
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Ⅲ.無痛分娩に係る医療スタッフの研修体制の整備に関する提言

安全な無痛分娩の提供体制を整備するため、無痛分娩に関わる医療スタッフに対して、産科麻酔の知

識や技術、産科麻酔に関連した病態への対応等を修得する機会を提供し、質の向上を図る必要がある。

また、得られた知識や技術を維持し、最新の知識を更新するためには、 2年に1回程度、講習課題に応

じて適切な頻度で定期的に講習会を受講する必要がある。この研修体制を整備するため、以下の提言を

1. 無痛分娩に関わる学会及び団体は、無痛分娩の安全な診療を目的として、無痛分娩に関わる医療スタ

ツフが産科麻酔に関する知識や技術を維持し、最新の知識を更新するために必要な講習会を定期的に

開催すること。

①関係学会及び団体'は、以下の目的を効率的に達成できるよう、無痛分娩の安全な診療のために

無痛分娩に関わる医療スタッフが受講すべき講習会を企画、開催すること。

・安全な産科麻酔診療のための最新の知識の修得及び技術の向上

・産科麻酔に関連した病態に対応できること

・救急蘇生が実施できること

・安全な産科麻酔実施のための最新の知識の修得とケアの向上

カテゴリー

講習会の内容

無痛分娩麻酔管理者

麻酔

担当

医

麻酔科専門医

麻酔科標袴医

安全な産科麻酔の実施と安全管

理に関する最新の知識の修得及

び技術の向上のための講習会

無痛分娩研修修了助産

師・看護師

無痛分娩の安全な診療のための講習会.

産婦人科専門医

A

2.

.

無痛分娩に関わる学会及び団体は、無痛分娩を含む産科麻酔を担う人材を育成するために、「産科麻

酔研修プログラム(仮称)」を策定し、研修を実施すること。

①関係学会及び団体は、今後の無痛分娩を担う、産婦人科医・麻酔科医・助産師・看護師を対象と

した「産科麻酔研修プログラム(仮称)」を策定するための組織を設置し、当該組織に参画する

こと。

産科麻酔に関連し

た病態への対応の

ための講習会

B

.

旧本医師会、日本産科婦人科学会、日本産婦人科医会、日本麻酔科学会、日本産科麻酔学会、日本看護協会等

0各医療スタッフの役割については別紙「安全な無痛分娩を提供するために必要な診療体制」参照。

●:定期的受講が必要

C

救急蘇

生コー

ス

.

.

安全な産科麻酔実施のための

最新の知識を修得し、ケアの向

上をはかるための講習会

.

0

D

0:受講歴があれば可

.

.

0 .
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②当該組織は、無痛分娩を担う医療関係者全てに共通する研修プログラム及び医療関係者それぞれ

の専門性に対応した研修プログラムを策定すること。研修プログラムを策定するに当たっては、

専門施設における実技研修等の内容について検討すること。さらに、策定された研修プログラム

を踏まえ、研修体制を整備すること。

③関係学会は、無痛分娩を含む産科麻酔の認定医制度等の要否にっいて引き続き検討すること。

4



Ⅳ.無痛分娩の提供体制に関する情報公開の促進のための提言

無痛分娩を希望する妊婦が、適切な分娩施設を選択できるように、無痛分娩の提供体制に関する情報

を入手しやすい環境を整備する必要がある。このため、無痛分娩取扱施設は、自施設の診療体制に関す

る分かりやすい情報を公開することが求められる。一部の無痛分娩取扱施設においては、自施設の診療

体制に関する情報を公開しているものの、その内容は施設によって様々であり、妊婦にとって必要な情

報を得ることが困難な状況である。このような状況を踏まえ、以下の提言を行う。

1.無痛分娩取扱施設は、無痛分娩を希望する妊婦とその家族が、分かりやすく必要な情報に基づいて分

娩施設を選択できるように、無痛分娩の診療体制に関する情報をウェブサイト等で公開すること。

公開すべき情報は以下のとおり。

・無痛分娩の診療実績.

・無痛分娩に関する標準的な説明文書

・無痛分娩の標準的な方法

・分娩に関連した急変時の体制,

・危機対応シミュレーションの実施歴

・無痛分娩麻酔管理者の麻酔科研修歴、無痛分娩実施歴、講習会受講歴

・麻酔担当医の麻酔科研修歴、無痛分娩実施歴、講習会受講歴、

救急蘇生コースの有効期限

・日本産婦人科医会偶発事例報告・妊産婦死亡報告事業への参画状況

・ウェブサイトの更新日時

2.無痛分娩に関わる学会及ぴ団体は、妊婦とその家族が、必要な情報へのアクセスを容易にするため、

情報公開を行っている無痛分娩取扱施設をとりまとめたりストを作成し、ウェブサイト上で公開する

とともに、妊婦とその家族、無痛分娩取扱施設等に対して、このような取組の更なる周知徹底を図る

こと。

.診療実績には、年月を記載した期間を併記すること。(仰上 2018年1月~2018年12月)

゛院内及び他施設との連携体制を含めた急変時の具体的な対応
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V.無痛分娩の安全性向上のためのインシデント・アクシデントの収集・分析・共有に関

する提言

医療における安全性を向上するためには、発生した個々の有害事象ごとに、その原因や背景要因など

を分析し、その結果を踏まえた再発防止策を講じることが重要である。無痛分娩に関連する有害事象の

中には、全脊髄くも膜下麻酔や局所麻酔薬中毒のように発生頻度は低いものの、母児に重篤な結果をも

たらす事例が存在することから、漏れなく事例を収集・分析し、再発防止策を検討できる体制を整備す

ることが必要である。このような認識に基づき、以下の提言を行う。

1.無痛分娩取扱施設は、日本産婦人科医会(以下「医会」という。)が実施する偶発事例報告事業'及び

妊産婦死亡報告事業0の報告対象症例が発生した場合、医会に速やかに報告すること。

2.医会は、偶発事例報告事業の報告症例のうち無痛分娩の症例については、他の関係学会及び団体と連

携し、産科麻酔の専門家が関与して、情報収集及び分析並びに再発防止策の検討を行い、必要な情報

を会員等に提供すること。また、妊産婦死亡報告事業の報告症例のうち、無痛分娩の症例については、

適切な診療体制がとられていたかも含めて情報収集を行い、妊産婦死亡検討評価委員会へ情報提供す

ること。また、妊産婦死亡検討評価委員会からの報告を、会員等に提供すること。

3.妊産婦死亡検討評価委員会は、無痛分娩の症例に対し、適切な診療体制がとられていたかも含め、妊

産婦死亡の原因分析及び再発防止策の立案を行い、医会に報告すること。

4.国は、無痛分娩の合併症などの発生頻度の低い有害事象について事例収集及び分析する有効な方法に

つぃて検討するとともに、患者及びその家族から届けられた有害事象情報を活用する仕組みのあり方

について検討すること。

'母児に関する有害事象にっいて産婦人科医療機関が医会に報告する制度。妊産婦死亡は含まない。

'妊娠中から分娩後1年以内に亡くなった妊産婦について産婦人科医療機関が医会に報告する制度。
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Ⅵ.「無痛分娩に関するワーキンググループ(仮称)」の設置に関する提言

平成30年度以降、より安全な無痛分娩の提供体制を構築していくため、関係学会及び団体による継続

的な検討と活動が必要であるため、関係学会及び団体が参画する「無痛分娩に関するワーキンググルー

プ(仮称)」の設置について以下の提言を行う。

1. 無痛分娩に関わる学会及び団体は、「無痛分娩に関するワーキンググループ(仮称)」を発足させ、

無痛分娩の提供体制についての継続的な検討に参画し、相互に連携した活動を展開すること。

検討すべき事項

・無痛分娩の提供体制に関する情報公開の促進

・無痛分娩の有害事象に関する情報の収集及び分析並びに再発防止策の検討

・「産科麻酔研修プログラム(仮称)」の策定及び無痛分娩の安全な診療のための講習会の定期的な

開催

・無痛分娩に関する社会啓発活動の継続的な実施

・妊産婦にとって分かりやすい情報提供のあり方
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1.インフォームド・コンセントの実施に関すること

①合併症に関する説明を含む無痛分娩に関する説明書を整備すること。

②妊産婦に対して、説明書を用いて無痛分娩に関する説明が行われ、妊産婦が署名した無痛分娩の

同意書を保存すること。

安全な無痛分娩を提供するために必要な診療体制

2 無痛分娩に関する安全な人員体制に関すること

①無痛分娩麻酔管理者を配置すること

(無痛分娩麻酔管理者の責務及び役割)

.無痛分娩麻酔管理者は、無痛分娩とそれに関連する業務の管理・運営責任を負い、りスク管

理に責任を負うこと。

.麻酔担当医及び無痛分娩に関する研修を修了し看護ケアに習熟した助産師・看護師(以下「無

痛分娩研修修了助産師・看護師」という。)を選任すること。

・無痛分娩に関する施設の方金一を策定すること。

・無痛分娩マニュアル'を作成すること。

・無痛分娩看護マニュアル'を作成すること。

.施設内で勤務者が参加する危機対応シミュレーションを少なくとも年1回程度実施すること。

(無痛分娩麻酔管理者の要件)

・無痛分娩取扱施設の常勤医師であること。

.麻酔科専門医資格、麻酔科標袴医資格又は産婦人科専門医*資格を有していること。

*産婦人科専門医の場合には、安全な産科麻酔実施のための最新の知識を修得し、技術の向上を図るための

講習会を2年に1回程度受講し、その受講歴にっいてウェブサイト等で情報を公開していること。自らの

麻酔科研修歴及び麻酔実施歴、無痛分娩診療歴についてウェブサイト等で情報を公開していること。

.産科麻酔に関連した病態への対応のための講習会を2年に1回程度受講し、その受講歴につ
いてウェブサイト等で情報を公開していること。

.救急蘇生コース'の受講歴があり、その経歴についてウェブサイト等で情報を公開しているこ

と。

別紙

.方針には、①無痛分娩に関する基本的な考え方、②インフォームド・コンセントの実施に関すること、③無痛分娩に関す
る安全な人員の体制に関すること、④インシデント・アクシデント発生時の具体的な対応等を記載する。

.参考資料1 硬膜外無痛分娩マニュアル(例)参照

.参考資料2 硬膜外無痛分娩看護マニュアル(例)参照

'救急蘇生コースは次に示すコースもしくはその上位コースとする。 Basic Life suppoxt プロバイダーコース、 AdvanC■d
CaTdiovasculaT Life suppoTt プロバイダーコース(日本ACLS 協会)、 1血ediete catdiac Lifo support コース(日本救急
医学会)、 NELSベーシックコース細本母体救命システム普及協議会)
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②麻酔担当医を明確化すること

(麻酔担当医の責務及び役割)

・麻酔担当医は、無痛分娩で行われる麻酔に関連した医療行為を行うこと。

・硬膜外麻酔等による無痛分娩の適応を適切に判断すること。

・分娩のための硬膜外麻酔等を安全に実施すること。

・硬膜外麻酔等による合併症に適切に対応すること。

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

具体的には、

定期的に産婦を観察すること'

硬膜外腔への局所麻酔薬等の薬剤投与に責任を果たすこと'

麻酔記録が確実に記録及び保存されるよう管理するこy

硬膜外麻酔開始後30分間は集中的に産婦の全身状態及びバイタルサインを観察できる体制

をとること8

硬膜外麻酔開始30分後から産後3時間までの間は、緊急時に迅速に対応できるよう、 5分

程度で産婦のべッドサイドに到達できる範囲内に麻酔担当医がとどまる体制をとること
L

(麻酔担当医の要件)

・麻酔科専門医資格、麻酔科標楞医資格又は産婦人科専門医資格**を有していること。

縣産婦人科専門医の場合には、原則として日本麻酔科学会麻酔専門医である指導医の指導下に麻酔科を研

修した実績があり、自らの麻酔科研修歴及ぴ麻酔実施歴、無痛分娩診療歴について経験症例数等の情報

を公開し、安全で確実な硬膜外麻酔及び気管挿管実施の能力を有することを示すこと。さらに、安全な
麻酔実施のための最新の知識を修得し、技術の向上をはかるための講習会を2年に1回程度受講し、そ
の受講歴についてウェブサイト等で情報を公開していること。

・硬膜外麻酔について100症例程度の経験を有することが望ましい,こと。

・安全で確実な気管挿管の能力を有することW。

'少なくとも1~2時間ごとに、意識状態、バイタルサイン、瘻痛の程度、麻酔範囲、運動神経遮断の程度、胎児心拍数変
動パターンなどを観察すること。

6麻酔担当医以外の医師、助産師又は看護師による硬膜外腔への薬剤投与の可否にっいては、当該施設としての方針及び麻
酔担当医の判断によるものとする。なお、麻酔担当医以外の者による硬膜外腔への薬剤投与を実施する場合は、当該施設
としての明確な基準及び麻酔担当医の個別具体的な指示に基づいて実施するものとする。

9

,参考資料3 「母体安全への提言2015」提言4参照

'麻酔担当医は、急変時に即座に対応できることが必要である。そのため、特に硬膜外麻酔開始後30分間は、麻酔担当医
が自ら産婦の観察を行うことができない場合でも、同一部署内に所在し、ベッドサイドで産婦の全身状態及びバイタルサ

インを観察している無痛分娩研修修了助産師・看護師及びその指導下にある助産師・看護師から報告をうけ、直ちに対応
できる体制が必要である。

,安全で確実な硬膜外麻酔を実施する能力を示す基準は存在しないため、100症例程度の経験を有することが望ましいこと

とした。麻酔科専門医が硬膜外麻酔を実施する場合であっても、硬膜外麻酔の重大な合併症を完全に回避することは困難
であるため、合併症が発生した場合でも安全かつ確実な気道確保及び呼吸循環管理を実施できることが重要である。

.

円妊産婦の気管挿管は高度な技術を必要とするととがあるため、安全で確実な気管挿管の能力の有無について、経験症例数
を絶対的な基準として判断することはできない。しかし、麻酔担当医の技術的水準を示すための情報として、麻酔科研修
時の経験症例数及びその後の実地臨床での経験症例数は有用と考えられる。例えば、麻酔科標梢医については全身麻酔300

症例以上の経験を標袴資格取得の要件としている。救急救命士の気管挿管のための実習においては、気管挿管の成功症例



.産科麻酔に関連した病態への対応のための講習会を2年に1回程度受講し、その受講歴につ
いてウェブサイト等で情報を公開していること。

.救急蘇生コースの受講歴を有し、かっ、受講証明が有効期限内であること。また、その受講

歴にっいてウェブサイト等で情報を公開していること。

③無痛分娩研修修了助産師・看護師を活用すること

(無痛分娩研修修了助産師・看護師の責務及び役割)

.無痛分娩研修修了助産師・看護師は、母子共に安全で、かっ産婦とその家族が納得のいく分

娩ができるよう、支援すること。

.無痛分娩研修修了助産師・看護師は、異常が予測される場合、医師と速やかに連携し、母子

の安全を確保すること。

.無痛分娩の経過中の産婦の全身状態及びバイタルサインを観察すること。無痛分娩研修修了

助産師・看護師が直接観察できない場合は、自らの指導下に、助産師・看護師による観察を

行う体制をとること。

.無痛分娩の経過中の産婦にっいて、全身状態、バイタルサイン又は鎮痛の状況に変化が生じ

た場合や、分娩の進行状況等について、麻酔担当医に適宜報告をすること。

(無痛分娩研修修了助産師・看護師の要件)

.有効期限内のNCPRⅡの資格を有し、新生児の蘇生ができること。

.救急蘇生コースの受講歴を有していること。

.助産師にっいてはアドバンス助産師相当の能力を有することが望ましい。

.安全な麻酔実施のための最新の知識を修得し、ケアの向上を図るため、関係学会又は関係団

体が主催する講習会を2年に1回程度受講すること。

10

を30例以上実施させることとしてぃる。また、初年度のレジデントの麻酔手技の習熟過程に関する研究によると、気管挿
管が90%の成功率に到達するまでの平均経験症例数は57例である将*。これらの数値は安全で確実な気管挿管の能力の有
無にっいての一定の目安になると考えられる。(***: KonTad c, et al. Atlesthesia and Analgosia 1998;86:635-9)

U新生児蘇生法細本周産期・新生児医学会)Bコース又はその上位=ースとする。



(参考)無痛分娩を提供するための必要な診療体制のイメージ

無痛分娩

看護

マニュアルの

共有

施設管理者または音閉

無痛分娩

マニュアルの

共有

無分娩麻酔理

麻担当

無痛分娩研修修了

助産師・看.師

・施設管理者・無痛分娩麻酔管理者・担当産科医・麻酔担当医は、

その役割を果たすことが出来る範囲で兼務することが可能。兼務に際しても、

無痛分娩麻酔管理者は、無痛分娩とそれに関連する業務の管理・運営責任
を負い、りスク管理に責任を負うものとする。

・無痛分娩研修修了助産師は、その役割を果たすことができる囲で、自ら
分娩介助を行うことが可能。

【無痛分娩の通常管理】

【分娩管理・危機管理】

助産師,看護師

担当産科

危機対応

シミュレーション

の実施



3.無痛分娩に関する安全管理対策の実施に関すること

①無痛分娩に関する施設の方針を策定すること。

②無痛分娩マニュアルを作成し、担当職員への周知徹底を図ること。

③無痛分娩看護マニュアルを作成し、担当職員への周知徹底を図ること。

④施設内で勤務者が参加する危機対応シミュレーションを少なくとも年1回程度実施し、実施歴に

つぃてウェブサイト等において情報を公開すること。

4. 無痛分娩に関する設備及び医療機器の配備に関すること

①以下の様な、蘇生設備及び医療機器を配備し、すぐに使用できる状態で管理すること。

蘇生設備:酸素ボンべ、酸素流量ヨ十、バッグバノレブマスク、マスク、酸素マスク、喉頭鏡、

気管チューブ(内径6.0,6.5,フ.0血)、スタイレット、経ロエアウエイ、吸引装置、

吸引カテーテル

医療機器:麻酔器Ⅱ、除細動器又はAED 伯動体外式除細動器)

② 以下の様な、救急用の医薬品を力ートに整理してべッドサイドに配備し、すぐに使用できる状

態で管理すること。

アドレナリン、硫酸アトロピン、エフェドリン、フェニレフりン、静注用キシロカイン、

ジアゼパム、チオペンターノレ又はプロポフォーノレ、スキサメトニウム又はロクロニウム、

スガマデックス、硫酸マグネシウム、精製大豆油(静注用脂肪乳剤)、

乳酸加(酢酸加、重炭酸加)りンゲル液、生理食塩水

以下の様な、母体用の生体モニターを配備し、すぐに使用できる状態で管理すること。

母体用の生体モニター:心電図、非観血的自動血圧計、パノレスオキシメータ

③

U麻酔器の設置場所は手術室でもよい。
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インフオームドコンセント

①「出産に関わる麻酔についての説明」(別添文書参照)等を参考に、患者説明を外来で行う。

②生じうる合併症としては、頭痛、背部痛、出血、感染、神経損傷(お産が原因のこともあ

る)などを説明する。

③局所麻酔薬中毒やくも膜下誤注入についても説明し、絶食の意義を理解してもらう。少量

分割注入で重篤な結果は回避できると説明して安心も提供する。

④完全な無痛ではなく、痛みの軽減が実際の目標であることを理解してもらう。

⑤水分摂取に関しては、清澄水であれば、硬膜外無痛分娩中も摂取できることを説明する。

硬膜外無痛分娩マニュアル(例)

2 麻酔範囲

①分娩第1期はTI0から U の範囲の痛覚をブロックし、分娩第Π期はS2からS4の範囲を

さらに遮断する必要がある。

3 硬膜外鎮痛

①乳酸加りンゲル液50om1を急速輸液。

②血圧を5分ごとに測定。

③ L2/3もしくはL3/4椎間より硬膜外カテーテルを挿入(4伽程度硬膜外腔に留置される様、

頭側に向けてカテーテルを進める。深すぎると片効きになりやすく、浅すぎると抜ける可

能性があるため)

④硬膜を穿破した場合は、椎間を変えて再挿入する。その場合は、少量分割注入の間隔を通

常より長く(2分程度)あける。

⑤薬剤注入前にはカテーテルを吸引し、血液や髄液が吸引できないことを確認する。

⑥ 0.25%ブビバカインを 3m1ずつ、 3 から 4回(合計9-12mD、カテーテルより注入する。

1.注入する都度、血管内への注入を考える所見(耳鳴、金属味、口周囲のしびれ感等)

や、くも膜下腔への注入を考える所見(両側下肢が急に運動不能となる等)がないこ

とを確認する。

2.異常所見を認めた時点で、以後の局所麻酔薬注入を止め、人工呼吸と局所麻酔薬中毒

治療(別途)の準備をする。

3.血圧低下に対しては、エフェドリン 4-5mg やフェニレフりン 0.1mg等の静注にて対処

する。

巨亟ーヨ

4 TI0までの痛覚消失が得られたら、持続硬膜外注入を開始する。

5 20分ほどしても鎮痛効果が現れない場合は、麻酔範囲を評価する。

①麻酔効果が全く得られていない場合は、硬膜外カテーテルを入れ換える。

②麻酔効果が得られているが、 TI0 に及んでいない場合は、経過観察か 0.25%ブピバカイン

3-6m1 を追加する(3m1ずつに分割して)。
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6 持続硬膜外注入

① 0.08%アナペインとフェンタニノレ2μg/m1 の溶液(希釈方法は、 0.2%アナペイン 20ml+フェ

ンタニル2ml+生理食塩水28ml、合計50mD をPCAポンプまたはシリンジポンプで注入。

②注入速度は 6-10mν址で開始し、最大 14mvhr まで(それ以上必要なときはカテーテルが

硬膜外腔に入っていない)。

③硬膜外無痛分娩中は、絶食、側臥位とし(好きな方を向いて良い)、少なくとも 1.5時間ご

とに効果と副作用の有無を確認する。

●特に、カテーテルのくも膜下迷入による下肢運動不能、カテーテル血管内迷入による鎮痛

効果消失や中枢神経症状(前記)、カテーテル神経刺激による放散痛の有無に注意する。

④血圧測定間隔は15分ごと。

⑤ 3時間ごとを目安に導尿。

⑥以下の場合に麻酔担当医コール。

●痛み、下肢運動不能、低血圧、胎児心拍数異常、そのほか産婦の訴え

7 分娩第Ⅱ期の管理

①努責のタイミングをうまくとれない場合は、陣痛計や触診を用いながら分娩介助者が努責

のタイミングをコーチングする。

②分娩第Ⅱ期が遷延したり、 NRFSなどでは、持続硬膜外注入を減らしたり止めたりする。

8 分娩後

分娩様式、アプガースコア、躋動脈PHを麻酔記録に記入する。

会陰縫合が終了したら持続硬膜外注入を終了する。

帰室前に硬膜外カテーテルを抜去し、先端欠損がないことを麻酔記録に残す。

帰室時は起立性低血圧や下肢運動麻矩の残存により転倒りスクがあることに注意する。

9 フォローアップ

①翌日に麻酔後回診し、神経障害や頭痛がないことを確認して、診療録に記載する。

10 その他の麻酔法

① CSE(combined spinal epidural ana1宮esia)

1.分娩が既に進行しており、早く作用発現を得たいときに行う。

2.分娩があまり進行していない時点で鎮痛りクエストがある場合にも有用。

3.くも膜下投与麻酔薬は、フェンタニノレ0.4101(20μg)+等比重ブピバカイン0.5ml(2.5mg)。

等比重にする理由は、無痛分娩中は側臥位で過ごすため。

4.麻酔薬投与後30分以内に見られる胎児徐脈に対しては、低血圧と子宮緊張亢進がない

ことを確認する。
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如.穿刺時の準備と介助

①輸液、モニター、シリンジポンプ(PCAポンプ)確認

②介助者も帽子、マスク着用

③胎児心拍数と内診所見確認

④痛みが強くなった時点で、担当産科医の了解を得て鎮痛開始

⑤穿刺体位を介助する

硬膜外無痛分娩看護マニュアル(例)

机.麻酔科医師への連絡

①緊急連絡

1.突然の運動神経遮断

2.突然の感覚神経遮断

3.意識レベルの低下

②通常連絡

1.鎮痛不十分(2回目の top一叩)

2.運動神経ブロック Btomage スケーノレ3

3.感覚神経ブロックゴーノレドテストT5以上

4.対処困難な副作用及び合併症

地.硬膜外鎮痛中は,麻酔担当医の許可なく,鎮痛薬,鎮静薬,制吐薬,抗掻捧薬を投与しないこと

巨亟一司

#3.硬膜外鎮痛時モニタリング

①硬膜外鎮痛開始時,及び追加投与時

D 呼吸数 2分ごと,5 回(計 10分間)

2)心拍数 2分ごと,5 回信十10分間)

2分ごと,5 回信十10分間)3)血圧

②次の20分間

1)呼吸数 10分ごと,2回

2)心拍数 10分ごと,2回

3)血圧 10分ごと,2回

4)口頭での鎮痛評価

5)運動神経ブロック評価

6)感覚神経ブロック評価

③それ以降

1)呼吸数

2)心拍数

3)血圧

畢

(計20分間)

信十20分間)

信十20分間)

硬膜外鎮痛開始または追加投与30分後,1回

硬膜外鎮痛開始または追加投与30分後,1回

硬膜外鎮痛開始または追加投与30分後,1回

1時間ごと,または必要に応じて頻回に

1時間ごと,または必要に応じて頻回に

1時間ごと,または必要に応じて頻回に
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4)口頭での鎮痛評価

5)運動神経ブロック評価

6)感覚神経ブロック評価

フ)鎮静スコア

★運動神経ブロック評価(Broma号eスケー
ノレ)

左右で評価する

0=膝を伸ばしたまま,足を挙上できる

1=膝は曲げられるが,伸ばしたまま足は挙上
できない

2=膝は曲げられないが,足首は曲げられる

3=全く足が動かない

1時間ごと,または必要に応じて頻回に

1時間ごと,または必要に応じて頻回に

1時間ごと,または必要に応じて頻回に

1時間ごと,または必要に応じて頻回に

★鎮静スコア

0=意識清明

1=名前の呼びかけで開眼する

2=刺激により開眼する

3=刺激に反応しない

S=通常睡眠

★感覚神経ブロック評価(コールド
テスト)

氷嚢を前額部にあて,「ここと比較
して同じくらい冷たく感じたら教え

てください」と尋ねる

左右の鎖骨中線上で評価する

同じくらい冷たいと感じた部位よ

り1つ下のレベルがブロック範囲

拠.薬物指示

①乳酸加りンゲル液:下記の時,250mL急速投与,10分以上かけて投与

*低血圧時(収縮期血圧90血11g未満,基準収縮期血圧より20%低下)

*産婦人科診療ガイドライン産科編における胎児心拍異常時

② Dimenhydtinate 25-50 mg静注・点滴:悪心嘔吐時,4時間ごと

静注:生理食塩水または醗ブドウ糖液で10mLに希釈,最大投与速度25mg/分

点滴:生理食塩水または既ブドウ糖液50n止に混注,15分以上かけて投与

③ Nolb叩hin0 5 m三点滴:掻捧時,4時間ごと

点滴:生理食塩水または既ブドウ糖液50mLに混注,5-15分以上かけて投与

④ナロキソン 0.1mg静注:呼吸困難時等,1時間ごと 4回、合計0.4mg

生理食塩水50mLに混注し,5-10分かけて投与してもよい

(例えば剣状突起の高さで前額部と
同じくらい冷たい場合は, T7)

T4=乳頭の高さ

T6=剣状突起

T8=肋骨弓下端

TI0=躋

T12=鼠径部
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妬.患者ケア

①持続胎児心拍モニタリング

②べッド上安静

③硬膜外または脊髄くも膜下カテーテル抜去

(分娩後,患者の状態が安定している際に)

④勝胱の状態観察,1時間ごと

3時間ごとを目安に導尿する

⑤末梢静脈路は最低でも30mL/時間で維持する

18



母体安全への提言20巧(平成28年8月)

提言4

麻酔管理ノ救命処置を行った際は、患者のバイタルサイン/治療内容を記載する

・帝王切開の麻酔の際は、日本麻酔科学会「安全な麻酔のためのモニター指針」に

準拠した患者モニターを行い、麻酔記録を残す

救命処置が必要となった患者の治療や蘇生の際は、詳細な記録を残す

事例

30歳代、初産婦。妊娠41週、硬膜外無痛分娩下に誘発分娩を開始した。陣痛促進剤

投与を開始して数時間後、胎児心拍数基線が乏しくなり緊急帝王切開を決定した。軽度

の息、苦しさを認め、酸素投与下(投与量不明)でのSP0295%、右下肺野に肺雑音を聴

取した。血圧70/35mmHE (HR170/m血)に血圧低下したが、サリンヘス点滴(投与

量不明)により、 90/45 皿皿H牙(HR 165/m血)に回復した。

手術室へ移動し、酸素10umin を開始するもSP0275%、苦悶様表情であった。硬

膜外カテーテルよりキシロカイン投与(投与量不明)、ケタラール静注(投与量不明)

したところ、 HRは50/m血に低下し(血圧不明)、硫酸アトロピンを投与した(投与

量不明)。

手術室入室10分後に帝王切開を開始したが母体は意識消失、手術開始2分後に児を

娩出した(1分応分後のアプガースコア2畑)。児娩出 1分後、母体は心停止となった。

直ちに気管挿管・心肺蘇生を開始し、救急搬送を要請した。高次病院で経皮的心肺補助

法(PCPS)を開始したが、翌日に死亡確認となった。羊水塞栓症の血清検査では STN,

丘・8の上昇およびC3,C4の低下を認め、羊水塞栓症(心肺虚脱型)と診断された。

匿亟憂刃

評価

本事例の直接的な死亡原因は羊水塞栓症(心肺虚脱型)と考えられるが、術前管理・

麻酔管理に関して不明な点が多い。

術前管理においては、病棟での血圧および心拍数の情報は残されていたが、手術室入

室前の酸素投与量や輸液量の情報が不明で、それらが適切であったかどうか判断できな

し、

手術室入室後は麻酔チャートが記載されておらず、術直前のバイタルサインおよび麻

酔管理に関する情報が不足していた。そのため、母体の意識消失・心停止の原因が羊水

塞栓症のみなのか、あるいは麻酔管理が関与したのか、詳細な検討は出来なかった。手

術室にて硬膜外カテーテルよりキシロカイン投与およびケタラールを静注した際のバ

イタルサイン(意識状態、呼吸状態、呼吸数、 SPO.、心拍数、血圧)は、麻酔開始時の
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全身状態を知る上で重要な情報である。また、キシロカインの投与量や投与方法(分割

投与か否か)、ケタラールの投与量等も、麻酔が全身状態に与える影響を考察するため

の必要な情報である。

手術室入室から継続して麻酔記録を記載し、投与した薬剤・輸液の名称と量、測定し

たバイタルサインを記録すべきである。同様に、救命処置が必要となった患者の治療や

蘇生の際には、詳細な治療や蘇生の記録を残すべきである。

記録を残す意義は、麻酔中や救命処置中に薬剤・輸液が適切に投与され、患者が適切

にモニターされてぃた証明となるだけでなく、有害事象が起こった場合の原因究明に役

立つことにある。

提言の解説

帝王切開の麻酔では、麻酔や術中出血等の影響で全身状態が変化しやすい。帝王切開

の麻酔中は、日本麻酔科学会による「安全な麻酔のためのモニター指針」(表7) D に

準拠した患者モニターを行い、麻酔記録を記載するべきである(図20に記載例)。

「安全な麻酔のためのモニター指針」によれば、チェックすべき項目は、酸素化・換

気・循環・体温・筋弛緩・脳波である(表7)。脊髄くも膜下麻酔や硬膜外麻酔の場合、

特に重要なのは酸素化・換気・循環である。すなわち、パノレスオキシメータの連続測定

により酸素化をモニターする。胸郭の動きやカプノメータ等により換気をモニターする。

心電図の連続モニターおよび血圧測定により循環をモニターする。

「安全な麻酔のためのモニター指針」によれば、「血圧は原則として5分毎に測定し、

必要ならば頻回に行う。観血式血圧測定は、必要に応じて行う。」とある。脊髄くも膜

下麻酔開始直後や出血時は血圧が下がりやすいので、より頻回にバイタルサインを測定

し、血圧の維持に努める。血圧測定の一例として、脊髄くも膜下麻酔に用いられる局所

麻酔剤であるテトカインの薬剤添付文書には「薬液を注入してから 1分後に血圧を測

定する。それ以降 14分間は、2分に 1回血圧を測定する。必要があれば(例えば血圧

が急速に下降傾向を示すような場合)連続的に血圧を測定する。」と記載されている(表

8) 2)。

硬膜外無痛分娩の場合は、手術麻酔のようなモニターの基準は存在しない。しかし、

硬膜外鎮痛の開始時(30分間程度)は5分間隔を目安に血圧を測定し(必要に応じて、

より頻回に)、それ以降も定期的に血圧を測定すべきであろう(図21に記載伊D。

麻酔中だけでなく救命処置が必要となった場合にも、バイタルサインや処置内容を記

録しておくことは重要である。成人二次救命処置(ACLS ; Advanced cardiovascular

ι辻esupp0此)の講習では、蘇生チームのメンバーに「記録係」を置くことを推奨してい
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る。記録係は、単に記録するだけでなく、記録する情報を蘇生チーム全体に周知させる

役割もある。ただし、緊急事態対応の際に記録のための人員確保が難しい場合には、ま

ず救命を優先させるべきである。そのような場合でも、事後早期に可能な限り詳細な記

録をまとめておくべきでる。

表7.安全な麻酔のためのモニター指針

[前文]

麻酔中の患者の安全を維持確保するために、日本麻酔科学会は下記の指針が採用されることを勧告

する。この指針は全身麻酔、硬膜外麻酔及び脊髄くも膜下麻酔を行うとき適用される。

[麻酔中のモニター指針】

①現場に麻酔を担当する医師が居て、絶え間なく看視すること。

②酸素化のチェックについて皮膚、粘膜、血液の色などを看視すること。

装着すること。

③換気のチェックについて胸郭や呼吸バッグの動き及び呼吸音を監視すること。全身麻酔では力

プノメータを装着すること。換気量モニターを適宜使用することが望ましい。

④循環のチェックについて心音、動脈の触診、動脈波形または脈波の何れかーつを監視すること。

心電図モニターを用いること。

血圧測定を行うこと。原則として5分間隔で測定し、必要ならば頻回に測定すること。観血式血

圧測定は必要に応じて行う。

⑤体温のチェックについて体温測定を行うこと。

⑥筋弛緩のチェックについて

筋弛緩モニターは必要に応じて行うこと。

⑦脳波モニターの装着について

脳波モニターは必要に応じて装着すること。

【注意】全身麻酔器使用時は日本麻酔科学会作成の始業点検指針に従って始業点検を実施すること。

2014年7月第3回改訂

日本麻酔科学会

パノレスオキシメータを
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00病院麻酔診療録

Φ

氏名

診断名

麻酔時間

麻酔方法

123456

0000

辺緑前置胎盤

身長

アレルギー

9:15~ 10:35 (1 h 20 min)

手術・麻酔歴

手術日

生年月日

全身麻酔・硬護外麻酔

性別・年齢

既往歴

160 cm

0年0月oeD&C(当院)
静脈麻酔、問題なし

気管支喘息
10年前発症
最終発作5鐸前
吸入のみ、入

0年0月0日

術式

なし

気道

手術時間

0年0月0日

L8bo dote

男^(00)歳

0年0月0日

M担Ⅱ日mP■U 1 五皿
頚部可動制限:よし
口限:ナ'し

選択的帝王切開術

体重

9:45~ 10:35 (o h 50 min)

現在の投藁

WBC 76 Hb 95 Plt 15?

INR I.O PTr 30 Fib 410

ALT 20 AST 25 Tbil o.3

UN 12 C陀048

くも膜下麻

気管挿管

摂取

70地(妊娠前舶棺)

己

チューづタイプ
固定内径 rnln

喉頭鏡タイプ
CormaC勲1 2 3 4
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右手 18G
右側臥位、背部消毒
Chrolhexidine 3 回
0脊箭くも腹下麻酔
仰臥位、子宮左方転位
麻酔域
右T4,左T4 (cold test)
術野消毒
◎手術開始
子切鳥

心電図

9:10

ご_111工上
・+十卜H・

ASA PS

Cm

" X :入室、退室
0:麻酔開始、終了
◎:手術開始、終7
T:挿管、抜管

9:15

9:25

9:35

9:40

9:45

9:50

i

0年0月0日
特記すべき二となし

硬膜外
麻酔

ーー.ー、一「一一↓

・tl・剛

9:30

0卑0月0日

特記すぺきことなし

脊僅くも腹下
麻酔

^1-11・・,七・ 1

1(邑)m Ⅳ V E
サイ

深さ: om 固定畏
臭常感覚:

総出血

部位: L3/4サイ:27 G
P.n011Polnt 針.70 mm
異常感覚:なし CSF:CI..r

10:卯

_↓_】_△、ー!、ー

才一
^^^^^^^

9:51

9:5?

^^^^^^^^^鬼.^^^^

^^

50

亜酸化窒素(L/min)

児娩出
APE8r sc0伯(8/9)
UA-PH 7.25
母児対面
Bak" b3110on 留憧し閉腹
◎手術終了
0麻酔終7
麻酔域
右T5,左T5 (cold test)
腹部X線撮影
X手術室退室

G

Cm

10:10

10:20

1035

10:35

10:36

Remark5

セハフルレン住)

10:30

L/min

メトクロブラミト(m )

,^^r ^■

二市す

JV血)

・・ー・・・十
^.ーーー.'

下

10:40

10:45

工

ハカイン(m

メチルエルゴメトリン(m )

フェニレフりン(m

タニル(mc
モルヒネ(m

11:00

3 n舗ヨ1CannU1ヨ

オキシトシン(1U)

・1"ールー.・・1 ・」

10

二土・1■士
沖中1すすーーー^'、-L-ーーーー

,(

◎

12

10

37.0

.1

左

0.1

■1

36.0

右手

18G

0.1

NR5伽

CEZIE+NS11001_._________、___】______.______

ーセ出血

18G

◎0

吸引血

35.0

HES130{50の一HESUO{50の^

X

10(、トル混注)
0.2

Total

270 L

A/R 500

10

12

10

{40の

500

0.2

500 1,300

10

300

0.2

500

20

200

800

1,700

100

1,400

2,

5伽

1200

1700

.

ー,、1-'、→、-1-ー、ーー、'ー
ー.J-.、1.ー,、..",..、.、ー1". 1

ー
ー
ー

1
■
゛
 
1
●
1
」
』
1

f
 
、
ー
ー
ー

一
一

しな

一
一
一
一

ー
「

因
N
O
.
訣
州
痘
裂
識
S
酬
零
剖
鄭
(
劃
鮮
宮
)

X

一
一

.
ー
,
'
ー
゛

.
ー
'
ユ
ー
ー

一
ト
.

ト

PB

PB圧

圧

血

血V
<
 
T
上
●
 
0
 
佃

ム

<

ト

ー
ト
●
1
人

t
1
,

一
●
一
入

1
Σ

謁

00
謨鼓胱購

0
吸
泊

心
鉢
呼

土
古
・
T

1
 
t
【
」
ー

0

)

<



表8.局所麻酔剤テトカイン.注用 20m曾「杏林」の添付文書情報(抜粋)

1.慎重投与

次の患者には慎重に投与するとと

妊産婦(妊娠末期は、麻酔範囲が拡がり、仰臥位低血圧を起こすことがある。、)

2.重要な基本的注意

一般に脊椎麻酔の際には血圧が下降しやすいので、次の測定基準により血圧管理

を十分に行い、必要に応じて適切な処置を行うこと。

1)薬液を注入してから 1分後に血圧を測定する。

2)それ以降 14分間は、 2分に 1 回血圧を測定する。必要があれば(例えば

血圧が急速に下降傾向を示すような場合)連続的に血圧を測定する。

3)薬液注入後 15分以上経過した後は、2.5~5分に1回血圧を測定する。必要

があれぱ(例えば血圧が急速に下降傾向を示すような場合)連続的に血圧を

測定する。

まれにショック様症状を起こすことがあるので、局所麻酔剤の使用に際しては、

常時、直ちに救急処置のとれる準備が望ましい。

本剤の投与に際し、その副作用を完全に防止する方法はないが、ショック様症状

をできるだけ避けるために、次の諸点に留意すること。

1)バイタルサイン(血圧、心拍数、呼吸、意識レベノレ)及び麻酔高に注意し、

患者の全身状態の観察を十分に行い、必要に応じて適切な処置を行うこと。

2)ショック様症状がみられた際に迅速な処置が行えるように、原則として事前

の静脈路の確保を行うこと。
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00病院麻酔診療録

伯

氏名

診断名

麻酔時間

麻酔方法

123456

0000

身長

12:10~16:00 (3 h 501"in)

予定日超過

アレルギー

手術・麻酔歴

手術日

生年月日

全身麻酔

性別・年齢

既往歴

160 cm

0年0月0日当院にて硬驥

外無痛分娩、麻酔問題なし

0年0月0日

気管支息

伯年前発症

最終発作5年前
吸入のみ、入

術式

なし

気道

手術時問

膜外麻

Labo dat丑

0年0月0日

0年0月0日

男^(00)歳

M臼11anlpati1 Ⅱ皿
顕部可動制限:'し
ロ:ナ'し

硬膜外無痛分娩

体重

脊髄くも膜下麻酔

現在の投薬

WBC76

INR I.0

ALT 20

UN 12

気管挿管

^

なし

Hb 9.5 Plt 152

PTr 30 Fib 410

AST 25 Tbjlo,3

Cre o.48

血圧(N旧P)

血圧(旧P)

●:心拍数
0:SP02
河.呼吸数

摂取

70k'(妊娠前 60k宮)

経口(右左)(右左)
チューブタイプ
内径 固定mm Cm

喉頭鏡タイプ
Oorm8Ck1 2 3 4

挿管困難無有

記

( h min)

Ⅳ

オキシトシン 10 mu/mi"

現病歴

固形物・前日夕食まで、
水分:am7時20o mL

Π:30

12:00

12:05

12:10

12:15

12:50

IG IP、 0年0月0日、42W
Od 予定日超過にて当院入

院、今朝より分娩誘発中。
疹痛強く、鎮痛依頼。子官
04Cm開大

250

胸部X線

.コーJレ

子宮口 4Cm
痢酔前タイムアウト
右側臥位、背部消毒
Chrolhexidine 3 回
0硬膜外カテーテル留置
左側臥位
仰臥位、子宮左方転位
Cold te5t 右 TI0 左 TI0

児心音 140bpm
ペインスコア10/10-VI0
自然破フK、子宮口8Cm
S -1

:休温ι二

i直繍、勝胱《竃秒 1。
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心電図

ASA PS
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ーーーオ^
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「無痛分娩の実態把握及び安全管理体制の構築にっいての研究」研究班構成員名簿

(0:公開検討会構成員、ロ:作業部会構成員)

【事務局】

研究代表者

研究分担者

研究分担者

海野信也

石渡勇

板倉敦夫

【研究協力者】

0口阿真京子知ろう小児医療守ろう子ども達の会・代表理事

0 飯田宏樹岐阜大学医学部・教授・麻酔科学

0 石川紀子静岡県立大学看護学部・准教授・助産学

九州大学病院・教授・医療安全管理部長0 後信

0 前田津紀夫前田産科婦人科医院・院長・産婦人科学

0 温泉川梅代日本医師会・常任理事

口天野完吉田クリニック・産婦人科学

口池田智明三重大学医学部・教授・産婦人科学

口奥富俊之北里大学医学部・診療教授・麻酔科学

口角倉弘行順天堂大学医学部・教授・麻酔科学

口照井克生埼玉医科大学・教授・麻酔科学

口永松健東京大学医学部・准教授・産婦人科学

口橋井康ニハシイ産婦人科・院長・産婦人科学

北里大学病院・院長・産婦人科学

石渡産婦人科病院・院長・産婦人科学

順天堂大学医学部・教授・産婦人科学

0

患者(妊産婦)の立場

日本麻酔科学会より推薦

日本看護協会より推薦

・医療安全学医療安全の立場

日本産婦人科医会より推薦

日本医師会より推薦

日本産科麻酔学会より推薦

日本産科婦人科学会より推薦

日本産科麻酔学会より推薦

日本麻酔科学会より推薦

日本周産期・新生児医学会より推薦

日本産科婦人科学会より推薦

日本産婦人科医会より推薦
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無痛分娩取扱施設のための、
「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する提言」に基づく自主点検表

平成30年4月版

無痛分娩を取り扱う医療機関は、以下の自主点検表を用い、全ての項目を満たすよう、適切な対策をとる
こと。

A 診療体制
最新の「産婦人科診療ガイドライン産科編」を踏まえた上で、個々の妊産婦の状況に応じた適切な対応をとる
こと。

口合併症に関する説明を含む無痛分娩に関する説明書を整備している。
口妊産婦に対して、説明書を用いて無痛分娩に関する説明が行われ、妊産婦が署名した無痛分娩の同意書を
保存している。

(要件)
口無痛分娩取扱施設の常勤医師である。
口麻酔科専門医資格、麻酔科標梢医資格又は産婦人科専門医資格を有している。
産婦人科専門医の場合には、安全な産科麻酔実施のための最新の知識を修得し、技術の向上を図るための講習会を2年
に1回程度受講し、その受講歴についてウェブサイト等で情報を公開している。自らの麻酔科研修歴及ぴ麻酔実施歴、無
痛分娩診療歴についてウェブサイト等で情報を公開している。(※)

口産科麻酔に関連した病態への対応のための講習会を2年に1回程度受講し、その受講歴につぃてウェブサ
イト等で情報を公開している。(※)

口救急蘇生コースの受講歴があり、その受講歴についてウェブサイト等で情報を公開している。(※)

(要件)
口麻酔科専門医資格、麻酔科標桷医資格又は産婦人科専門医資格を有している。

産婦人科専門医の場合には、原則として日本麻酔科学会麻酔専門医である指導医の指導下に麻酔科を研修した実績があ
り、自らの麻酔科研修歴及び麻酔実施歴、無痛分娩診療歴について経験症例数等の情報を公開し、安全で確実な硬膜外麻
酔及び気管挿管実施の能力を有することを示している。さらに、安全な麻酔実施のための最新の知識を修得し、技術の向
上をはかるための講習会を2年に1回程度受講し、その受講歴についてウェブサイト等で情報を公開している。(※)

口安全で確実な気管挿管の能力を有している。
口産科麻酔に関連した病態への対応のための講習会を2年に1回程度受講し、その受講歴につぃてウェブサ
イト等で情報を公開している。(※)
口救急蘇生コースの受講歴を有し、かつ、受講証明が有効期限内である。
また、その受講歴についてウェブサイト等で情報を公開している。(※)

【別添2】

(要件)
有効期限内のNCPR(新生児蘇生法普及事業)の資格を有し、新生児の蘇生ができる。
救急髞生コースの受講歴を有している。

安全な麻酔実施のための最新の知識を修得し、ケアの向上を図るため、関係学会又は関係団体が主催する
講習会を2年に1回程度受講している。(※)

口施設の方針(以下の項目を含む)を策定している。
①無痛分娩に関する基本的な考え方
②インフォームド・コンセントの実施に関すること
③無痛分娩に関する安全な人員の体制に関すること
④インシデント・アクシデント発生時の具体的な対応
口無痛分娩マニュアルを作成し、担当職員への周知徹底を図っている。
口無痛分娩看護マニュアルを作成し、担当職員への周知徹底を図っている。
口施設内で勤務者が参加する危機対応シミュレーションを少なくとも年1回程度実施し、実施歴につぃて
ウェブサイト等において情報を公開している。(※)

※講習会の具体的な内容と各施設のウェブサイト等における情報公開の方法については、「無痛分娩に関する
ワーキンググループ(仮称)」においてその詳細が検討されるため、現時点では、各施設において可能な取組
を実施することで差し控えない。



口蘇生設備:酸素ボンべ、酸素流量計、バッグバルブマスク、マスク、酸素マスク、喉頭鏡、
気管チューケ、スタイレット、経ロエアウェイ:吸引装置、吸引カテーテル等'

等口医療機器:麻酔器(設置場所は手術室でもよい。)、除細動器又はA印(自動体外式除細動器)

ドレナリン、硫酸アトロピン、エフェドリン、フェニレフりン、静注用キシロカイン、口

ジアゼパム、チオペンタール又はプロボフォール、スキサメトニウム又はロクロニウム、
スガマデックス、硫酸マグネシウム、精製大豆油(静注用脂肪乳郵D 、
乳酸加(酢酸加、重炭酸加)りンゲル液、生理食塩水等

※ 講習会の具体的な内容と各施設のウエブサイト等における情報公開の方法にっいては、「無痛分娩に関するワーキングずループ(仮称)」においてその詳細が検討されるため、現時点では、各施訟において可能な取組
を実施することで差し控えない。

口心電図、非観血的自動血圧計、パルスオキシメータ等

B 情報公開

無痛分娩の診療実績
無痛分娩に関する標準的な説明文書
無痛分娩の標準的な方法
分娩に関連した急変時の体制
危機対応シミュレーションの実施歴

口無痛分娩麻酔管理者の麻酔科研修歴、無痛分娩実施歴、講習会受講歴

口麻酔担当医の麻酔科研修歴、無痛分娩実施歴、講習会受講歴、救急蘇生コースの有効期限

口日本産婦人科医会偶発事例報告・妊産婦死亡報告事業への参画状況
ロウェブサイトの更新日時

C インシデント・アクシデントの収集・分析・共有

口日本産婦人科医会が実施する偶発事例報告事業及ぴ妊産婦死亡報告事業の報告対象症例が発生した場合、
日本産婦人科医会に速やかに報告している。

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ



公益社団法人日本医師会担当理事殿

平素より厚生労働行政の推進に御協力を賜り、誠にありがとうビざいます。

標記について、別添のとおり、各都道府県衛生主管部(局)長宛て通知しましたので、

その内容について御了知いただくとともに、貴管下の関係者へ周知いただきますようぉ

願いいたします。

無痛分娩取扱施設の一覧作成について(周知依頼)

医政地発 0420 第 6 号

平成 30年4月20日

厚生労働省医政局地域医療計画課長

(公印省略)
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各都道府県衛生主管部(局)長殿

無痛分娩については、その安全な提供体制を構築するため、「無痛分娩の安全な提

供体制の構築について」(平成30年4月20日付け医政総発0420第3号・医政地発0420

第1号厚生労働省医政局総務課長・地域医療計画課長連名通知)により、平成29年

度厚生労働行政推進調査事業費補助金(厚生労働科学特別研究事業)による「無痛分

娩の実態把握及び安全管理体制の構築についての研究」(研究代表者:海野信也北里

大学病院長)において取りまとめられた「無痛分娩の安全な提供体制の構築に関する

提言」(以下「提言」という。)の周知をお願いした。

提言においては、無痛分娩を希望する妊婦が、適切な分娩施設を選択できるよう、

無痛分娩の提供体制に関する情報を入手しやすい環境を整備することが求められて

おり、無痛分娩を取り扱う病院又は診療所(以下「無痛分娩取扱施設」という。)は、

無痛分娩の診療体制に関する情報をウェブサイト等で公開すること、また、無痛分娩

に関わる学会及び団体は、情報公開を行っている無痛分娩取扱施設をとりまとめたり

ストを作成し、ウェブサイト上で公開することが求められている。

しかし、これらの対応が行われるまでの間も、無痛分娩を希望する妊婦が分娩施設

を選択する際の参考となるよう、各分娩施設における無痛分娩の取扱の有無を把握し、

無痛分娩取扱施設の一覧を作成するための調査を行うこととしたので、別紙「無痛分

娩取扱施設一覧作成要領」に基づき、調査票を作成の上、平成30年5月30日(水)

無痛分娩取扱施設の一覧作成について(依頼)

医政地発 0420 第 4 号

平成 30年4月20日

厚生労働省医政局地域医療計画課長

(公印省略)

【別添】

までに、以下の提出先へ提出をお願いする。

なお、報告された無痛分娩取扱施設のうち、掲載を希望する施設については、取り

まとめた上で、厚生労働省のウェブサイトにおいて無痛分娩取扱施設の一覧として公

表を行うことを申し添える。

(提出先・照会先)

厚生労働省医政局地域医療計画課

救急・周産期医療等対策室

井上、祝原、小原

E-mail : shusanki_iryou@mhlw. go. jp

Tel :03-5253-1111 (内線4121)



1.調査目的

提言で示された無痛分娩の提供体制に関する情報を入手しやすい環境が整備されるま

での間も、無痛分娩を希望する妊婦が分娩施設を選択する際の参考となるよう、各分娩

施設における無痛分娩の取扱の有無を把握し、無痛分娩取扱施設の一覧を作成する。

2 調査対象施設

全ての分娩を取り扱う病院又は診療所(以下「分娩取扱施設」という。)を対象とする。

無痛分娩取扱施設一覧作成要領

3 調査対象施設の特定方法

分娩取扱施設の特定に際しては、地域の産婦人科医会と連携をはかること。

4 調査実施方法

(1)「分娩取扱施設調査票」について

①分娩取扱^は、調査票の「1

②分取

は、調査票の「2.無痛分娩に係る実態調査」にも記入する。

注)調査票を未提出の分娩取扱施設にっいては、無痛分娩を取り扱っている可能性

があることから、再度確認を求めることとするため、無痛分娩を取り扱わない

分娩取扱施設の調査票も必ず回収すること。

(2)「無痛分娩取扱施設一覧」について

都道府県においては、分娩取扱施設から提出された「分娩取扱施設調査票」のう

のうち「無分の取の無において「

ち、

の取の無において「

生働'のウェブサイトにおける公の望の無にかか

を「無痛分娩取扱施設一覧(都道府県集計用)」に取りまとめ、下記の期限までに提

出すること。

分娩取扱施設の基本情報」を記入する。

5 調査結果の提出

(1)調査票提出期限

平成 30年5月30日(フK)

注)調査結果の提出に際しては、送付したExce1 ファイルを用いて取りまとめ、「無

痛分娩取扱施設一覧(都道府県集計用)」のみをメールにて提出すること。「分

娩取扱施設調査票」については、各都道府県において適切に保管されたい。

と0 したの「無痛分娩取扱施設集計用シート」

(2)提出先・照会先

厚生労働省医政局地域医療計画課

井上、祝原、小原救急、・周産期医療等対策室

E-mail : shusanki_iryou@mhlw. go. jp

03-5253-1111 (内線 4121)Te l
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分娩取扱施設の基本情報

施設名※

郵便番号※

、住所※

電話番号※

ウェ.ブサイ1卜U RL※ 1

分娩取扱施設調査票

J

'「';L .1可.

無痛分娩の取扱の有無

、'1、'j、ー"

'、,'」,r・;,モ、"π

2.無痛分娩に係る実態調査

J

厚生労働省のウエブサイドにおげる
公表の希望φ,有無 1・ン'ー・,"・1、"『J、'、゛■L-1气、ー、ξ

都道府県

,1'Ji"

r'、11〕]」'" J '_J、]

無痛分娩に関わる医師の人数※

診療実績.(2017/01/01~201フメ1,2×31)※

市区町村

,、、、..

①全、分娩件数

②上記の、うち帝王切開件數

1◆、「有」の場合は以下の設問に回答、 「無」の場合は回答不要

町名以下
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公表の
希望の
有無

施設名 郵便番号

基本情報

無痛分娩取扱施設集計用シート
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